















指した。冷戦下西側に属したイランは米国の支援のもとで、より中央集権的で独裁的な政策を展開した。国王主導の上か の改革 あ 「白色革命」









女性団体 協力や、女性や家族 問題を喚起し、都市における女性運動に影響を与えたジャーナリズムや学界の役割も看過でき い。例えば、テヘラン大学社会制度研究会が中心となって「家族の近代化」を目的とした調査がなされ、その結果が女性向け雑誌や日刊紙などで報道され こと 法律成立に貢献した
（
4）。
















不十分と考え、改正を求めるようになった。それを受けて、一九七三年七月一〇日にサーデグ・アフマディー司法大臣が改定法案を国会に提出した。法案はその後、国民議会の常任委員会である司法委員会に付託され 四年三月に司法委員会が修正した法案について第一回本会議審議が行われ、多くの加除修正意見を受け、司法委員会に差し戻された。一九七四年六月には、第二回本会議審議に付され 採択後 上院に送付され 上院修正法案は、一九七五年二月四 本 議に提出され、同日の審議で法案が正式に成立した。
国民議会本会議で最も議論が紛糾 たのは、 案の第一六条及び第一七条
の二人目の妻を娶る場合の婚姻規定である。国民議会本会議第一回は、第一六条（法案成立時の第一七条） 関し メフルーシュ・モストウフィー＝サフィーニヤー議員（女性）が「全く文明的ではない」 、 「一九六七年法よりも悪法」と非難し、マレケ・ターレガーニ 員（女性）が「本条項は家族の根底を不安定化させる」 、二人目の妻を無断で娶る罰則が禁錮六か月から一年では短すぎる」と て 条項 削除を要求したほか 男 議員からも「二人目 妻を娶る行為は家庭の理想と合致しない」 、 「経済力 二人目の妻を娶る理由であってはならない」 、さらに「 人目 妻は公正性からも問題があり、最初の妻及びその子息を軽んじている」 、 「二人目の妻を無断で娶る場合は重罰化すべき」などと 異議が噴出 た
（
5）。国民議会本会議
第二回審議では、第一回審議の紛糾を反映し、二人目の妻を娶ることが きる条件九項目が前段に新規挿入（つまり法案成立時の第 六 及び第 七条がひとつの条 に入っている状態に）された結果、法案の可決につながった。同条項の審議の流れ 女性議員たちによる女性の権利 向上させる努力の一端として、注目できる。
しかし、国民議会議事録での議論によれば、特に女性議員たちは、同法を
完成された法律 受け取っていなかったようだ。法案成立 一九七五年二月四日、メフルアンギース・ドウラトシャーヒー議員（女性） 「に関する議論については今後 法案 に期待する」と言及しつつ、第一条の母方の祖父母の監護の可能性についても異議を申し立てている。 れに対して当時のサーデグ・ フマディー司法大臣は、今後 問題点をフォローすると回答してい 。イラン革命直前の一九七八年一二月七日ハサン・ナジャフィー司法大臣は、地方と都市で 婚姻年齢に関する認識 相違があ
り、地方で結婚しようとする一五―一八歳の女性たちが司法機関をたらい回しされている現状を鑑みて、一五歳以上での結婚の意思を有する女性であれば、検察に対する照会を不要 よう要望する婚姻最低年齢の修正案 提出した。 このように、 一九七九年二月にイラン革命が成就する直前まで一九七五年成立の家族保護法を修正する試みが継続していた。?
??????????????????? ????
一九六七年成立の家族保護法と一九七五年成立の家族保護法はどのような
点が異なっているのだろうか 第一 、妻から離婚請求できる条件が増えた。既に一九六七年の段階で、離婚する際には裁判所から和解不能証明書の発行が必要とされ、 「妻 同意なしに別の妻を娶った場合」など、妻からも離婚請求 できる五つの項目が列挙されていた（一九六七年家族保護法第一一条） 。それ 、一九七五年になると 請求でき 条件が一四項目に増加した（一九七五年家族保護法第八条） 。この一四項目には、夫 妻への扶養料の支払をしない場合 複数の妻を娶ろうと た場合、複数の妻たちを公平に扱えないと裁判所が判断した場合、さらに夫婦の ずれかが不治の病や精神異常になっ 場合 どが含まれ、それまで以上に妻 とっ 離婚請求できる条件が増 るこ となった。
第二に、一九六七年家族保護法では子の養育などに関する規定はあったも





には、裁判所の許可が必要であると規定されていた（一九六七年家族保護法第一四条） 。しかし、一九七五年の家族保護法 は、 「夫は下記の を除て二人目の妻を娶ることができない」 して、 「最初の妻が同意した場合」
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など複婚可能条件として九項目が列挙されている（一九七五年家族保護法第一六条） 。つまり、複婚可能条件を限定する形をとることで、そもそも複婚自体を否定的に捉えている。また、一九七五年の家族保護法では 裁判所の許可なく二人目の妻を娶った場合の罰則規定（六か月から一年の禁錮刑）も設けられており（一九七五年家族保護法第一七条） 、このこ からも複婚を制限しようとする姿勢がうかがえる。
第四に、婚姻最低年齢が女性一八歳、男性二〇歳に引き上げられた





































1） 一九六七年家族保護法の翻訳は、森田豊子 （訳・註） 、佐藤秀信、貫井万里、細谷幸子、山﨑和美 （註） 、爲永憲司 （凡例） 「家族保護法 （一九六七年六月一五日成立） 」 『イスラーム地域研究ジャーナル』第六号 （早稲田大学イスラーム地域研究機構、二〇一四年） 五八―六四頁を参照。
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entury Iran, p.154 
（
9） パイダルの上掲書などではこの法律は一九七九年八月に司法大臣のサド ・ハジー・セイイェド・ジャヴァーディーの宣言によって廃止 （
abrogation ） されたと



































and London: The John H
opkins U
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